
役員の報酬に関する規程

特定非営利活動法人 日本 NPOセ ンター

(目 的)

第 1条 この規程は、特定非営利活動法人日本 PヽOセンター (以下「この法人」という。)
定款第 17条に基づき、役員の報酬に関する事項を定めることを目的とする。

(定義)

第 2条 この法人が報酬を支払うことができる役員は、定款第 12条 1項に定める理事およ

び監事とする。

(報酬)

第 3条 この法人の役員は、原則として無報酬とする。ただし、この法人は、一定以上の勤

務を定常的に担う役員に対しては、総会において定める総額の範囲内で、報酬を支給するこ

とができる。

(報酬の支払方法)

第4条 役員の報酬は、その金額を通貨で直接役員に支払うものとする。ただし、法令等に

基づき役員の報酬から控除すべき金額がある場合には、その役員に支払うべき報酬の金額

からその金額を控除して支払うものとする。

2役員が報酬の全部または一部につき自己の日座に振込みを申し出た場合には、その方法

によつて支払うことができる。

(報酬の支給日)

第 5条 役員の報酬は、その月の月額の全額を毎月末日に支給する。但し、その支給日が休

日に当たるときは、この法人の賃金規程に準じて支給する。

(報酬の額の決定)

第 6条 理事の報酬の額は、総会の決議により定める総額の範囲内で、勤務の状況等に応じ

て、理事会が別に定める算定方法により理事会で決定するものとする。

2監事の報酬の額は、総会の決議により定められた総額の範囲内において、勤務の状況等に

応じて、監事の協議により別に定める算定方法により監事の協議で決定するものとする。

(使用人を兼務する役員への報酬の支払い方法等)

第 7条 報酬を受ける役員のうち、使用人を兼務する者の報酬および給与についてはその勤

務の状況等により役員としての報酬と使用人としての給与に区分して支給することができ

る。ただし、区分の必要がないと認められる場合は役員としての月額報酬を使用人給与と併

せて支給することができる。



2前項の支給に関し必要な事項は、この法人の賃金規程によるものとする。

(任期の途中での扱い)

第 8条 任期の途中において新たに報酬を受ける役員になった者は、その日から報酬を支給

する。

2報酬を受ける役員が任期の途中において報酬を受ける対象でなくなった場合、または解
任され役員でなくなった場合にはその日までの報酬を支給する。

3報酬を受ける役員が死亡により退任した場合には、その月までの報酬を支給する。

4第 1項または第 2項の規定により報酬を支給する場合には、その月の総日数から日曜日、
土曜日および祝祭日を差し引いた日数を基礎として日割りにより計算するものとする。

(通勤手当)

第 9条 報酬を受ける役員には、通勤の実態に応じ、通勤手当を支給し、その支給の取扱い

については、職員の例に準ずるものとする。

(改廃)

第 10条 この規程の変更および改廃は、理事会の決議により行う。

(補則)

第 11条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は理事会が別に定める。

附則

この規程は、2014年 6月 1日 から施行する。

この規程は、2018年 5月 10日 に改訂された。



特定非営利活動法人日本 NPOセンター

第 1章 総 則

(目 的)

第 1条 この規程は正職員の賃金に関する事項を定める。

(区分)

第 2条 賃金の区分を次のとおりとする。
(1)本給 (基準内賃金)
イ。基本給
口。経験手当 (経験者手当、勤続手当)
ハ.役職手当

(2)基準外賃金
イ。時間外勤務手当
口。休日勤務手当
ハ.通勤手当

(支給の方法)

第 3条 賃金は全額を本人に対して、直接、通貨で支給する。ただし、職員
本人が金融機関への振込を希望した場合には、その指定する金融機

関の口座に振り込むことにより支払う。
ただし、社会保険料、所得税、その他法令で定められたものについ

ては、これを控除する。

(計算期間および支給期日)

第4条 賃金は、月 1日 から末日までをlヶ月分として計算し、翌月 15日
に支給する。

(支給日の繰り上げ)

第 5条 支給日がセンターまたは取引金融機関の休日に当たる場合には、前
日に繰り上げて支給する。

(計算の特例)

第 6条 月の途中で採用され、または退職、死亡した場合は、その月に限っ
て日割計算によって支給する。
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(賃金の変更)

第 7条 賃金の変更は、原則として発令の日から実施する。
2.賃金の昇降給については、原則として毎年、次年度の予算編成期
に検討の上、決定する。

第 2章 本給 (基準内賃金)

(本給)

第 8条 本給は月給とし、最終学歴別基本給 (別表 1)、 経験手当 (経験者
手当、勤続手当)、 役職手当の額により決定する。

(経験手当)

第 9条 経験手当 (経験者手当、勤続手当)は、以下の方法により決定す
る。
2.経験者手当は、入職時における経験に対する手当で、「別表 2」
にもとづき、市民活動歴、勤務歴、およびセンターの事業に関連す

る経験年数を勘案して決定する。
3.勤続手当は、センター入職後の勤続年数および勤務評価をもとに
決定する。

(役職手当)

第 10条 役職手当は役職者に支給する。役職者とは、事務局長、事務局次
長、部門長 (それに準ずる役職名を含む)をいう。
2.役職手当の額は、月額事務局長80,000円 、事務局次長6
0,000円 、部門長40,000円 とする。

(本給の額の決定)

第 11条 本給のうち、基本給と経験手当を足した額について、正職員それ
ぞれを給与表の等級 (1号の 1から20号の4まで合計84等
級)にあてはめ、当該の月額 0年額を支給する。ただし、賞与に
ついては、第 18条にもとづき、減額されることがある。
2.本給のうち、役職手当に関しては、第 10条の定めにより給与表
の額に加算する。

第 3章 基準外賃金

(時間外勤務手当)

第 12条 所定の時間を超えて勤務した場合には、実働 1時間について次の
とおり、時間外勤務手当を支給する。なお、lヶ月平均所定労働時

間数は年間カレンダーによる:

基準内賃金 × 1.25

ヽ

lヶ月平均所定労働時間数



2.時間外手当を支給する労働時間は、実働 8時間を超えた時刻から
計算する。

3.管理監督の地位にある者には、時間外勤務手当を支給しない。た
だし深夜に勤務した場合を除く。

(休 日勤務手当)

第 13条 休日に勤務した場合には、実働 1時間について次のとおり、休日
勤務手当を支給する。なお、lヶ月平均所定労働時間数は年間カレ

ンダーによる。

基準内賃金
lヶ月平均所定労働時間数

.(深夜勤務手当)

第 14条 午後 10時から午前 5時までの間に勤務した場合には、第 11条
の時間外勤務手当に加えて、実働 1時間について次のとおり、深夜
勤務手当を支給する。なお、lヶ月平均所定労働時間数は年間カレ

ンダーによる。

基準内賃金
lヶ月平均所定労働時間数

2.管理監督の地位にある者が前項に該当する場合は、時間外勤務手
当を除き、深夜勤務手当を支給する。

(通勤手当)

第 15条 センターより2キロ以上の地点に居住する職員が通勤のために交
、 通機関を利用する場合には、もっとも合理的な経路および期間の通

勤定期券の実費を毎月ごとに支給する。
ただし、この場合、その最高限度額はlヶ月 3万円とし、 3万円を
超える場合は、超過分についてその半額を支給する。
2.第 1項の額は欠勤、休職等により、lヶ月に16日 以上勤務しない
場合には、当該計算期間の実際に出勤した日数に応じて支給する。

第4章 不就業に対する賃金の取り扱い

(休暇等の賃金)

第 16条 就業規則第 34条に定める特別休暇のうち、 (2)出産体暇、
(5)生理休暇は無給とする。
2.第 30条 (育児時間)、 第36条 (母性健康管理のための休暇
等)は無給とする。
3.第 37条 (子の看護休暇)、 第38条 (育児休業等)、 第39条

× 1.35

× 0.25



2

(介護休業等)は 「育児・介護休業及び育児・介護短時間勤務に関
する規程」で定める。
4.就業規則第 10条に定める休職期間中は、原則として賃金を支給
しない。

(欠勤等の扱い)

第 17条 欠勤、遅刻、早退および私用外出の賃金については、 1時間当た
りの賃金額に欠勤、遅刻、早退および私用外出の合計時間数を乗じ

た額を差し引くものとする。

第5章 賞 与

(賞 与
第 18条

)

賞与金は、就業規則第44条の定めにしたがい、支給日に在籍す
る正職員に対し、以下のように支給する。
7月 :本給から役職手当を減じた額のlヶ月分
(ただし、4月 から7月 までの4ヶ月間のうち、正職員でない

期間がある者は,正職員期間/4ヶ月を掛ける)
12月 :本給から役職手当を減じた額のlヶ月分
(ただし、8月 から11月 までの4ヶ月間のうち、正職員でな
い期間がある者は,正職員期間/4ヶ月を掛ける)
3月 :本給から役職手当を減じた額のlヶ月分
(ただし、センターの財政状況により、支給されない場合もし

くは支給額が減額される場合がある。また、 12月 から3月 ま
での4ヶ月間のうち、正職員でない期間がある者は,正職員期間
/4ヶ月を掛ける)

※2018年 4月 1日 改訂。ただし、第4条に関しては、2018年 7月 よ
り運用する。

(本規則の施行 )

第 19条 本規則は、 1999年 12月 2日 から施行する。
2013年 10月 1日 改定施行
2018年 4月 1日 改定施行
ただし、第 4条に関しては、 2018年 7月 より運用する。
2018年 5月 10日 改定施行



最終学歴 基本給

大学院卒 (修士)

大学卒

短期大学卒

高等学校卒

220,
200,
180,
160,

000円
000円
000円
000円

【別表 1】 最終学歴別基本給

【別表2】 経験年数換算表

※1:経験の種類においては、そ 国 外を問わないものとする。

※2:換算のための「年数」の最小単位は 0.5年 (6ヶ月)と し、0.5年未満
は切り捨てとする。
※3:換算にあたっては、正職員採用時に本人との協議機会をもつことを基
本とする。ただし、最終的な判断は日本ⅣOセンターが行う。
※4:換算基準の曖味さを避けるため、本規程の補助文書として例示資料を
作成し、これを理事会の議決により採用することを推奨する。

経験の種類 職員の職務との関係 換算率

(イ )国家公務員、地
方公務員およびこれら
に準ずるものの職員と
しての在職期間

・直接関係があると認められるもの

・職務の種類が類似しているもの

・その他のもの

割０

割

割

１

８

５

(口 )民間における企
業体、大学を含む研究

機関、団体等の職員と

しての在職期間

・直接関係があると認められるもの

・職務の種類が類似 しているもの

・その他のもの

10割
8割
5割

(ハ)専門学校等の教
育機関における在学期

間 (学位取得のための

在学期間を除く)

・直接関係があると認められるもの

・その他のもの

８

５

割

割

(二)その他の期間 ・直接関係があると認められるもの

・職務の種類が類似 しているもの

・その他のもの

・無職

10割
8割
5割
3割





2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

書籍 500～2700円 一般販売 (多数の場合割引有)

円

円

円

円

円

円

円

円

資産の譲渡に係る

(2)資産の貸付けに係る料金及び条件等

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

特になし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

係 る

役 務 の 提 供 の 内 容 料 金 条  件  等

講演 a∞06∞ ,αЮ円 講師・内容により料金が異なる

講座 1,0fiF10,000 H 講座により料金が異なる

コンサルティング 10,000-3,000,000 El 内容により料金が異なる

円

円

円

円

円

円



3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ
第一順位から での取引 ロ との

取引先の氏名等 住所又は所在地 譲 渡 価 格 譲渡資産の内容等

特になし 円

円

円

円

法人との

関  係
譲 渡

年月日

円

円

円

円

円

円

(1)収益の生ずる取引の上位 5者

用の生ずる取引の 5者

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引
イ 資産の譲渡 (棚卸資産を含む。)

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 弓1 内 容 等

70,000,000円 新型コロナウィ豚緊急支援事業への寄付

37,173,100円 環境教育プロジェクトヘの寄付

33,000,000円 環境教育プロジェクトヘの寄付

23,400,000円 東日本大震災復興支援事業への寄付

20,000,000円 新型コロナウィ豚緊急支援事業への寄付

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

14,025,368円 家賃、光熱費、消耗品等

12,243,885円 ソフトウェア寄贈事業の事務手数料

5,396,000円 東日本大震災復興支援事業の事務費

ソフトウェア寄贈事業の事務委託費3,197,400円

2,494,000円 環境教育プロジェクトの事務委託費



ロ けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用等を含む。)

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等

特になし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

役務の提

供年月日
対 価 の 額 役務提供の内容等

多数のため別紙に

て記載
円

円

円

円

円

円

円

円

円

円



4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万 るものに る の 並びにそ 日

5 給与の総額等に関する事項 [⑤給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

特になし 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

19名 66,384,034円



6 支出し

合   計 円

支出年月日 支出先の名称 ′ 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

多数のため別

紙にて記載
円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

る した その相手先及び支出年月日]

7 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び
にそ 日

実  施  日 使 途 金   額

R2年 5月 27日 ソフトウェア寄贈事業の事務手数料 1,432,285円

R2年 7月 3日 ソフトウェア寄贈事業の事務手数料 2,686,408円

R2年 8月 7日 ソフトウェア寄贈事業の事務手数料 1,198,765円

R2年 10月 16日 ソフトウェア寄贈事業の事務手数料 1,891,676円

R2年 12月 24日 ソフトウェア寄贈事業の事務手数料 2,478,298円



特定非営利活動法人 日本 NPOセンター法人名 洵 湘

イ

(注 1)

(注 2)

各欄の人数等は、第3表付表1『役員の状況」から転配してくださしヽ

③及tK)tついては、小数点以下第2位を切り捨てた数値を記載してくださしヽ

(例)33. 333・ ・・%‐→' 33. 3%

項  目

区  分

役員数

最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合

②÷③

最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグループの人数

割 合

(④÷③

① ② ③ ④ ⑤

③ R2年 4月 1日～R3年 3月 31日 21人 0人

人

人

人

0% 5人 23.8%

⑤ 年 月 日～ 年 月 日
人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 開 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

上記を証する書類の名称とその内容等

はい

いいえ

はい はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

:」にい

いいえいいえ

○

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること
(1)役員及びその親族等

(2)特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等
口 各社員の表決権が平等であること
ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記録及び
帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の1費i勧切 らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

書式第 7号
‐
(法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 3表) (初葉)

∝憲1事曰

・ 認定基準等チェック表 (第 31口)は、法第騎条第1項に基づく書類 (役員莉日腕閣聾キ提出書類)の提出時においても記職及び添
付する必要があります。その場合、上記口の配載の必要はありません。
口 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第

“

条第1項に基づく書類 (役員1報酬規程等提出ヨ寿Dに記載した事項について、

添付を省略することができます。



項
口
日 ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

会計について公認会計士又は監査法人の監査

を受けている
いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び帳簿書類の

保存を青色申告法人に準じて行つている

はい

いいえ

はい はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ
はい

いいえ

項
口
日 ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

有・無 有・無 有 。無費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の

記載がある等の不適正な経理の有無
園 有・無 有・無

ハ

第3表 (次葉)

□憲夏コ
ては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬観罹噂提出密E)に記載した事項について、改

めて記載する必要はありません。

○ 二において、「費途が明らかでなセヽ支出」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わら
・ず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明ら力ヽこしない支出がある:場合も、当然に「費途が明らかでない支出」があることになり、認【定を受ける
ことはできませ:ん。

エ 3

項    目 記 載 要 領 注 意 事 項

① 「会出こついて公議会計上又国監査
法人の監査を受けている」の堕L上
に【Σユ」」L譴ヨ:』に国国:E■些重

盤塾茎
=量
エ

② 叩田嗜鋼の饉付け、取引の記録及

o恨伸●頻の保南を青色申告湯 3●摯

してイテっ0ヽる」の_墜二り]に [OL
L2:」出巨
=:LL」
菫コ1里日1茜L生」螢菫饉彗

イの各欄

口の各欄

ハの各欄

二の各欄

区分欄の「③」から「◎」欄には、実繕開帷期1間の各事

業年度 (又は各年)を記載しま
‐
九

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、口②り及

び「④りの各欄に該当する人数を転記します。

該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝ゆ第○条に正会員の表決権 (又は議決

櫛 と規定」のよ に記載します。

該当する一方を「○」で囲みますじ

なお、「③」から「◎」について|よ 上記イに記載する各

期間 (輌④」から「◎」)を示したもの観

該当する一方を「○」で囲みますじ

なお、「④」から輌◎」については、上記イに講 る各

(「③」から を示した



書式第 8号 (法第 44条 。51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

法人名
特定ブ贈 禾!隔置法人

日本 PヽOセンター

役  員  数 21人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人

5人 人 人 人 人 人

役 員 の 内 訳

氏  名 住  所

就 任 等 の 状 況

職名 続柄等

就任。遇障

年月日

※アルファベ

ットのない年

は吊成

③ ⑥ ◎ ① ◎ 申請時

萩原 なつ子 代制諄
○

16年 7月 1日就

任

副代表理
○ "年

7月 1日就

任事

山崎 宏 副代表理

事 ○
露年7月 1日就

任

田尻 佳史

石原 達也

匿駆コ
○

“

年7月 1日就

任

麗[コ
○

鋤年 7月 1日就

任

○
B午 7月 1日就
任

上田裕子 Eヨ
○ "年

7月 1日就

任

大橋 正明 □
任

R2年 6月 30○

剛■ 擁也 Eヨ 】巴年7月 1日就

任○

木内
「１
“

一■
５

Ｆ

」

○
】巴年7月 1日就

任

古賀 磯杓 「１
コ
一コ
‘
Ｆ
ピ

○
%年 7月 1日就
任

小森:促助 智子
「
ヨ
中コ
重
Ｆ
Ｌ

○
2年 7月 1日就
任

佐久間 裕章
「
１
ヨ醒

○
2年 7月 1日就
任

口[ヨ Rl年 7月 1日就
任○

%年 7月 1日就
任

]厖年7月 1日虚

任

笹尾勝

レ裏ヨ
○



畠山 順子

早瀬 昇

二村 睦子

理事
○

理事

○

理事
○

毛受 敏浩 理事

理事

○

山ノ川 実夏
○

早坂 毅

河時 健一郎

監事

監事

○

○

24年7月 1日就

任

2年7月 1日就
任

】唸年 7月 1日

就任

11年6月 1日就

任

R2年 6月 30
日遇に

"年
7月 1日就

任

"年
7月 1日蔵

任

27年7月 1日就

任



法 人 名 特定非営禾I偏置法人 日本 PヽOセンター

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

総勘定元帳

会計ソフト (会計王)使用

ルーズリーフ 随時 7年

仕訳日記帳

会計ソフト (会計王)使用

ルーズリーフ 随時 7年

現金出納帳

会計ソフト (会計王)使用

ルーズリーフ 随時 7年

入金・出金・振替伝票 単票 随時 7年

寄付者名簿 ルーズリーフ 随時 7年

給与台帳
エクセル使用

ルーズリーフ 毎月 7年

切手在庫集計表

エクセル使用

ルーズリーフ
毎月 7年

書籍在庫表

エクセル使用

ルーズリーフ
年 1回 7年

書式第 9号 (法第 44条・51条・58条 1関係)

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(籠||||lllll:|:|:|:|(lil:111)

・ 「伝票又l力限簿名」欄は、例えば R現金出納藤日、「総勘定元帳」、「経費帳」などのように記載します。
口 「左の帳簿等の形態」欄は、「3枚複写伝票」、町ι″ズリーフ」、『装T幌簿」などのように配載します。
・ 「記帳の時期」欄は、「毎日」、「―週間ごと」のように鐵 します。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第1項に基づく書類 (役員莉日欄縣壼事提出:密E)に配載した内容に変更
がないときは、添付を省略することができます。



たッタ欄法人名 特定非営利活動法人日本NPOセンター

○
4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 宗教活動又は政治活動等を行っていないこと
口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法人
と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当法人

の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う者、上

記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上で

あること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

ロ

申罰事キ◎①⑮ ◎④項
日
Ｈ

有・無有・ 無有・ 無有・ 無 有・ 無無
宗教の教義を広め、儀式を行い、及

び信者を教化育成する活動

有・無有 。無有 。無有・ 無無 有・ 無政治上の主義を推進し、支持し、又

はこれに反対ケる活動

有 。無有 。無有 。無有・ 無有・ 無」コ[

特定の公職の候補者若しくは公職に

ある者又は政党を推薦し、支持し、

又はこれらに反対する活動

項 目 ④ ⑮ ◎ ① ◎ 申i調時

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人とそ
の

活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に対する報酬の支

給の状況等に照らして、当法1人の役員に対する報酬の支給として過

大と認められる報酬の支給その他役員等に対し報酬又は給与の支給

に関して特別の利益の供与の有無

無 有。無 有・無 有
。無 有・無 有。無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当該資産の

その譲渡の時における価額に比して著しく過少と認められる資産の

譲渡その他役員等又は役員等が支配する法人と当法人の間の資産
の

譲渡等に関して特別α

"|1騒

F)供与の有無

無 有・無 有・無 有・無 有・無 有
。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事業の運営

に関して特別の利益の供与の有無
無 有。無 有。無 有

。無 有。無 有・無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は特定の公

職の候補者若しくは公職にある者に対する割附の有無
無 有・無 有。無 有・無 有・無 有・無

書式第 10号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表 (第 4表 ) (初舅Э

せん。        (
認定の有効期間の更新の申請に当たつて|よ 法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規

程等提出書類)に記載した事項につい

∝憲申曰

・ 『認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出書類)の提出時においても調載

及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チエック表 第4表 (次葉)0ヽ政
び二)」 の記載及び添付の必要はありま

(. trf.ta#rf,f 6 ; & 75rta:Ff.



法人名 特定非営利活動法人 日本 NPOセンター チリタ欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事
務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等
口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類
ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した:書類
二 役員報酬又国職員給与の支給に関する規程
ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事項
等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合に:よ 正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する却瞑|:I網レ嘴諷ID等がある場創こ:よ そC鼎瞑11網レ弱憫D等を添付してくださしヽ

同  意

しない

イ

① 事業報告書等 仲礫報告書、財産目録、貸借対照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び餃所又は居所を記したI書動

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証1明書の写D

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又国職員給与の支給に関する規程

ホ

次の事項を記載した書類

① ,溢¢輌昧別の開日、仕入金の明綱その他の熱日硼 する事項

② 資産●自暉日こ係る事彙り鮨伝 条件その他その内容に関する事項

③ 潟こ翔する取引l謀る蒻 隠

“

瞼肇そ鯛 Lその′落 l翡ケる標
。 収益の生する取引及iび費用の生する取引のそれa●こついて、取引金額の多い上位5者との取引
・ 役魚 社員、職員若しくは寄用者又はこれらの音a馴澪者着しくは三親博2訥α則取はこれらの者と特殊
の関係のある者との取II

O葡附者 (役贄、役員●配偶者若しくは三競等以内の規族又は役員と特殊の関係のある者で、当嵌法人に対する
翻附金の哺●疇栞年度中の合計輌●

"万
円以上であるものに限る。)の氏洛劇ヒ■こその翻時会の顔及び受領年月

日

⑤ 給与を得潮劇印

"餞
畑ω帖詢職員に対する

…
関する事項

⑥ 支出した翻附金の哺団工にその相手先及び支出年月日

⑦ 海′

…

Ⅲ譴磁綺出しを行った場合 (その金額いつ∞万円以下の場合に限札)におけるそ0国級:び

候童全戯セυヽこそ́ウ球饉饉日

① 助成金の支給を行った場合に事後l輔庁に提出した書類の写し
②l海外への送金又は金銭の持出し(その金額が2∞万円以下のものを除く。)を行う場合には事前に又は災害に対

する援助等緊急を要する場合には事後に所轄庁に提出した書類の写し

書式第 13号 (法第 44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 5表)

∝憲1中曰

・ 認定基準等チェック表第5表は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出□Dの提出時に記載及び添付する必要が
あります。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、添付の必要はありません。

0



書式第 14号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表 (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営利活動法人日本NPOセンター

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

G憲申0
・ 法第騎条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に当たつては、認定基準等チェック表 (第6表及び第81勘
は、配載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の記載の必要はありません。また、法
第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事項について、改め

・C耐 る必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等及び役員
名簿並びに定款等を同法第29条の規定により所轄庁に提出していること

"湘

③ ⑮ ◎ ① ◎

有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無 有 ・ 無

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利

益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

チリク‖|

○

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何ら力て)利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する

事実の有無

④ ⑮ ◎ ① ◎ 申 請 時

任 有 」霊 有 ・ 無 有 任 有 ・ 無 有 ・ 無

○ 認定基準等チェック表 (第 7詢 は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し

ていること

チリタ11

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日



書式第 15号 (法第 44条・51条・58条関係 )

欠格事由チェック表

チェック欄法人名 特定非営利活動法人 日本 PヽOセンター

認定、仮認定又は認定の有効期間の更新の基準にかかわらず、次のいずれかの欠格事由に該当する法人

は認定、仮認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。

1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合

い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法204条等

α田陣1)

若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反した
ことによ

・
 り、罰金刑に処せられ その執行が終わった日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等側田M2)
2 認定又は仮認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人

日から3年を経過しなし

イ

ロ

3
4

5

している法人
の日から3年を経過しない法人 (認いるもの又は当該滞納処分の終了

6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

1 役員のう

認定特定井増利活動法人が認定を取り

り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特定非

営利活動法人又は当翻 定特定非椰 :脂動法人のその業務を行う理事であ
った者でその取消し

の日から しなυ

禁鋼以上の刑に処せられへその執行を終わった日又はその執行を受けることがなくな
つた日から5

年を経過しなセ

特定非消ホ1隔置醍雉法若しくは暴力団員による不当行為防止法に違反したことによ
り、若しくは刑

法第204条等若しくは暴力行為筆設菫1法の罪を犯したことにより、又は国け鍼野しくは
■生方つ1に関す

る法律に違反したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はそ
の執行を受けるこ

とがなくなった日から5年を経過しない者の有無

イ

ロ

ハ

無

毎
小

鉦
か

鉦
小

いいえ
2

ｎ

′
しなυ

いいえしている法人ｎ
●

いいえ国脱又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了
の日

しない法人

から3年を籠勘畳4

添付

「
ヨ
理五Ｅ

しヽ えヽ
ｒＯ

しなし

次のυ
いいえ

イ
いいえ

り^

ロ



(別紙)3取引の内容に関する事項 (3)ハ 役務の提供
期間 :令和2年4月 1日～令和3年3月 31日

取引先の氏名等
法人 と

の関係
住所又は所在地

役務 の

提供年 月 日
対価 の額
(円〕 役務提供の内容等 その他の取引条件等

業務晏託は契約による、

闘金は耐金規租による、

費用は請求による

令和 2年4月 9日 33.411 児童館支援事 業 謝金

令和2年4月 30日 2661450 情報支援事業彙縮晏籠

令和2年4月 30日 62,000 児童館支援事業業務晏籠

令和2年4月 30日 33,000 法律栞務 謝金

令和 2年4月 30日 132.( 労 務 栞 務 業 務 委 託

令和2年5月 29日 お6450 情報支援事業 業務委託
令和2年5月
"日

100,000 壼研究事業業務姜託

令和2年6月 12日 165:000 F型コロナ緊急支援事業業務委託

令和 2年6月 30日 330.000 情報支援事彙 業務晏託

令和2年6月 30日 266.450 情報支援事彙彙務晏露

令和2年7月 15日 30,000 団体運営研修事業鮒金

令和2年7月 31日 100,000 口奎研究事業業務姜籠

令和2年7月 31日 2,6●50 支援事業業務姜託

令和 2年7月 31日 1.287.1 情報支援事業 業務晏託

令和2年7月 31日 56,000 児童館支援事業業務晏託

令和2年3月 14日 33,000 団体遭曽研修事業業務委託

令和2年8月 14日 151,800 団体遭曽研修事業業務姜託

令和 2年3月 14日 132.000

令和2年 8月 14日 200.000 E境教育事業 業務曇託

令和2年3月 14日 200,000 環境教育事業 業務姜託

令和2年 8月 14日 11140,000 環境教育支援事業業務委託

令和2年 8月 14日 10,000 団体置営研修亭栞翻金

令和 2年3月 14日 20.| 団体■曽研修事業 麟全

令和2年 8月 14日 10,000 団体運営研修事業翻金

令和2年 8月 14日 40,000 口壺研究事業翻金

令和2年 0月 31日 266,450 情報支援事彙業務晏籠

令和 2年 9月 15日 1.200.001

令和2年9月 15日 22.001 災地支援事業 彙務曇託

令和2年 9月 15日 92,840 情報支援事業業務晏託

令和2年 9月 30日 266,450 情報支援事業業務晏託

1.485.000 ロ

令和2年 9月 30日 30,000 :災地支援事業翻金

令和2年 10月 15日 200,000 環境教育事業 業務委託

令和2年 10月 15日 100,000 団体運営研修事業開金

令和 2年 10月 15日 30.000 団体運営研修事業 躙金

令和2年 10月 15日 30.000 団体運営研修事業翻全

令和2年 10月 15日 73,504 :災地支援事業翻金

令和2年 10月 15日 71,000 被災地支援事業齢金

令和2年 10月 15日 76,000 :災地支援事業翻金

100,000 口奎研究事業 業務晏託

令和2年 10月 30日 266,450 情報支援事業彙務委籠

1災地支援事業 業務委託

「
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11

圧 ]こI羽 I]lT=J調
II]:l【 ]

顧n嗣 II]:lロ
1 30日 顧n嗣 EII::ロ
モDヨ 【題コ ■:rコ

肛ⅨID コi:rコ

圧 D【FD F_11■ 5コ

劉 匝 n嗣
―
■lr】

圧 D【FD Eこ 1■11]
[工 ]::□

□亜匝 []∵
=…
r¬

匝EI
EIIF EI■ ■1
FBビ【T EII=J調

E]=1 [菫r ヨ:l【コ
Z]=1 [IIF 11rコ

[.I■ 1謂
15日 ■■,11引
E」三1 ■111■ 1調
固 」 [_1:■ 1,1~耳

瓢薫覇 口 三l 1彙覇晏託

固
=l
i口
=l
iLi=l ヨ::【コ
【口 :l

,E]=| ■.I.1:■ |コ
籠π繋蔓 31日 .]EllI」 祠
【][i:【I:【]E 00:| :I■ II=I祠
令和3年3, BD=| 1「τ :コ

籠T圧電チ Bこ
=|

:樹全

籠π■蔓 E■ 11 H全
【IIEEヨ: BE=|
令和3年3タ 田 tl

令和3年3月 田
=|

η

n[汀匡■罪BI三 | 金

n[F匡重I EIIIEl 師 nT 奎

【DEr

“

DIIr

“

Dcr
脈 II】ar
Inar
EDCr

「
■■r
5Πr

「
TTa
【IIr

[nΠF
IXIF
匿r,ar
rnr
rxIF
[菫 羽

“

nF
[■■P
師nF

令和3年 3月 BIEl 臣Π 嗣

略
『
匡
=,
B:lil 師EE

n『庄■罪gl=l [,「n ■:コF_1:1‐ 1調



6支出した寄附金に関する事項(別紙)

令和2年4月 28日 被災地復興支援事業 14,210,000

30日 被災地復興支援事業 2,400=000

令和2年4月 30日 被災地復興支援事業 2,700,000

30日 被災地復興支援事業 3,400,000

令和2年 5月 29日 被災地復興支援事業 6,900,000

令和2年 5月 29日 被災地復興支援事業 1,908,000

29 被災地復興支援事業 1,344=000

令和2年 5月 29日 被災地復興支援事業 1,600,000

29日 被災地復興支援事業 1,604,000

令和2年 5月 29日10 被災地復興支援事業 1,592,000

11 29日 被災地復興支援事業 1,336,000

12 29 全国ネットワーク組織支援事業 11000,000

令和2年 5月 29日 1,000,000

15 令和2年 5月 29日
=目 呵 フ` :~′

~′
碑 移 工 露 雫 零

全国ネットワーク組織支援事業 1,000,000

16 令和2年 6′ 12日 新型コロナウイルズ緊急支援事業 10,100,000

17 令和2年 6月 12日 新型コロナウイルス緊急支援事業 11,000,000

18 12日

19 12日 新型コロナウイルス緊急支援事業 2,730,000

20 令和2年 6月 12日 新型コロナウイルス緊急支援事業 10,300,000

21 12日 8,720,000

22 令和2年 6月 15日 被災地復興支援事業 100,000

23 15日

24 令和2年 6月 15日 被災地復興支援事業 100,000

25 令和2年 6メ 15日 児童館支援事業 195,500

26 令和2年6月 15日 児童館支援事業 200,000

27 15日 児童館支援事業 200,000

28 15日

29 令和2年6月 15日 児童館支援事業 200,000

30 15日 200,000

31 令和2年 6月 15日 児童館支援事業 130,000

32 令和2年6J 15日 児童館支援事業 200,000

令和2年6月 15日33 児童館支援事業 200,000

34 令和2年 6′ 15日 児童館支援事業 186,000

35 15 児童館支援事業 194,800

36 15日 児童館支援事業 200,000

37 15日 児童館支援事業 170,000

38 月30日 児童館支援事業 100,000

39 30日

40 令和2年 6月 30日 児童館支援事業 200,000
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【護::匹ヨ,「41 30日 F~■「軍:ヨ「|:[工] 160.000

30日

43 巴コロナウイルス緊急支援事業 1.600.000

□

45 型コロナウイルス緊急支援事業 1.500,000

m 令和2年フ 斤型コロナウイルス緊急支援事業 1.590.000

15日47 1 1

48 15 3.300.000

m |:爾電1町
'1:I■

iヨ F[工
[]

4.160.000

団 29日
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53 □

55 29

田
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匝

3,300,000

3.610.000
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~~~~~~Tl

2.000.000

74 :五□1踊iI憂1「:[工 ] 2.300.000

75 800,000

76 2.022.000

77 畷U711丁ヨ
'「

電エヨ 1,860,000

78 融i亜覆夏更裏薫棄
~~~~~¬

2.250.000

79 13日 2.268.000

匝
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田

匡

匝
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『 70
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η
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國
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30日
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113日

180.000
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84 11 30日 1移動支援事業 200,000

85 11 30 200,000

86 11 30日 1移動支援事業 100,000

87 11 30日

88 令和2年 11月 30日 移動支援事業 200,000

89 11 30日

90 令和2年 11月 30日 1移動支援事業 200,000

91 11 30日 1移動支援事業 200,000

92 11 30 l移動支援事業 200,000

93 11 30日 1移動支援事業 50,000

94 11 30日 l移動支援事業 200=000

95 11 30日 I移動支援事業 100,000

96 11 30日

97 令和2年 11月 30日 1移動支援事業 200,000

98 11 :30日 70,000

令和2年 11月 30日 1移動支援事業99 120,000

100 11 30日 200,000

101 令和2年 11月 30日 1移動支援事業 30.000

102 11 30日 1移動支援事業 190,000

103 11 30日

1移動支援事業104 令和2年 11月 30日 200,000

105 11 目30日 1移動支援事業 110,000

令和2年 11月 30日 1移動支援事業 200,000100

107 11 30日 1移動支援事業 200,000

108 令和2年 11月 30日 1移動支援事業 80,000

109 11 30日 50,000

110 11 30日 l被災地復興支援事業 6,900,001

111 令和2年 11月 30日 1被災地復興支援事業 3,300,000

112 15日1 イ

1移動支援事業 200,000113 151

114 15日1 195,051

令和2年 12月 23日 l被災地復興支援事業 14,210,000115

116 24日 被災地復興支援事業 4,160,000

117 令和2年 12月 24日 1被災地復興支援事業 630,647

1被災地復興支援事業118 29日1 1,500,000

119 29日1 l被災地復興支援事業 1,490,000

l被災地復興支援事業 1=5001000120 令和3年 1月 29日

121 29日1

1 29 l被災地復奥支援事業 720,000122

123 令和3年 1′ 29日 1被災地復興支援事業 1=500,000

令和3年 3月 15日 l環境教育支援事業 118,231124

125 令和3年 3「 15日 1被災地復興支援事業 21800,000

126 令和3年3月 15日 l被災地復興支援事業 2,560,000
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127 令和3年 3月 15日 被災地優興支援事業 2,500,000

128 30日 被災地復興支援事業. 6,570,000

129 31 環境教育支援事業 2■609
130 令和3年 3月 31日 新型コロナウ 190.000

131 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 178,000

132 令和3年 3月 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 128,000

133 31 新型コロナウイルス緊急支援事業 200,000
134 令和3年 3月 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 200,000

135 令和3年 3月 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 200,000

136 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 200,000

137 令和3年 3月 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 1981000

138 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 200,000

139 31 新型コロナウイルス緊急支援事業 200,000

140 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 200,000

141 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 20,000

142 31 折型コロナウイルス緊急支援事業 57,000

令和3年 3′143 31日 折型コロナウイルス緊急支援事業 200,000

144 令和3年 3月 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 140,000

145 31日 折型コロナウイルス緊急支援事業 200,000

146 新型コロナウイルス緊急支援事業 175,000

147 日 斤型コロナウイルス緊急支援事業 20Q000
148 31日 200=000

149 令和3年 3月 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 200,000

150 31日 ルラヽ 199,000

151 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 200,000

152 令和3年 3月 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 195,000

令和3年 3炉153 131日 斤型コロナウイルス緊急支援事業 124,000

154 令和3年 3月 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 200=000

155 日 新型コロナウイルス緊急支援事業 200,000

156 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 147,000

157 令和3年 3月 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 200,000

158 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 132=000

159 令和3年 3月 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 200,000

100 31日 貯型コロナウイルス緊急支援事業 114,000

161 31 新型コロナウイルス緊急支援事業 200,000

162 令和3年 3月 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 159,000

163 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 199=000

164 令和3年 3月 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 200,000

165 令和3年 3′ 31日 新型コロナウイルス緊急支援事業 120=000

166 31 新型コロナウイルス緊急支援事業 195=000

167 新型コロナウイルス緊急支援事業 89,000
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